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地域経済循環分析 

 

 

本資料は、 

地域を強く。地域経済の分析セミナーVol1 2022/3/7 

https://www.youtube.com/watch?v=PFyknFEvQSk&t=142s 

地域を強く。地域経済の分析セミナーVol２ 2023/3/2 

https://www.youtube.com/watch?v=wHRINdP49y8 

地域を強く。地域経済の分析セミナーVol3 2023/3/6 

https://www.youtube.com/watch?v=TNxx8LHNpHY 

の内容をまとめたものである。 

 

地域経済循環の考え方 

地域経済循環とは 

地域経済循環構造とは地域住民の所得向上を目指すもの。 

その為には、地域の稼ぐ力を付け、地域で所得を循環させることが必要。 

地域の稼ぐ力を付けるには、地域で得意な産業を持つことが必要。不得意な産業は地域外の

企業に任せる(閉鎖経済ではない)。 

地域で所得を循環させるには、地域企業が地域内で活躍する、地域の原材料、資金、人材を

活用する。 

 

 
 

地域住民の所得向上のメカニズムを表すのが下図となる。 

https://www.youtube.com/watch?v=PFyknFEvQSk&t=142s
https://www.youtube.com/watch?v=wHRINdP49y8
https://www.youtube.com/watch?v=TNxx8LHNpHY
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以上の構造を理解したうえで、具体的に地域のデータを使用して経済循環を分析するのが

地域経済分析ツールということになる。このツールを使うことで下の図に示すような分析

結果が自動的に図示される。 

 
ここで示されるように、所得の地域外への流出、所得の地域外からの流入が起こることが地

域経済を特徴づけるものである。 

人や企業が行政界を意識しているわけではないので、他地域との間でお金の流出入が起こ

る訳である。 

 

例えば、大型のプラント、高炉、発電所などがある地域の循環構造を A市の例でみてみる。 
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稼ぐ力は 2.1 兆円あり全国 1712 市町村中 113 位であるが、5000 億円は本社への利益分配

として出ていくため分配は 1.5 兆円となり 1人当たりの所得も 1,449 位となってしまう。 

 

地域経済循環分析ツール 

各地域単位で経済循環を分析するツールが環境省より提供されている。 

地域経済循環分析ツールでは全国 1712 市町村単位、またはいくつかの市町村を最大 5 まで

まとめた形で分析して自動的に図示する。使用されているデータは RESASと共通であるが

環境省のツールでは分配の収入「その他所得」が「その他所得（民間）」と「その他所得（公

共）」として分解される（（民間）は本社・親会社等への流出入、その他所得（公共）は補助

金、交付金等の財政移転である）点が RESASと異なる。 

 
例えば福山市の例でみると、企業の稼いだ所得が本社への移転されている、労働者が域外か

ら通勤していることにる流出も起こっている、一方税金による流出以上に交付金収入が多

いことも分かる。 
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このツールを使用することにより、二つのことを分析できる。 

① その地域経済の長所、短所を分析できる 

② 環境政策等の施策による経済波及効果を計測する 

即ち、①の機能により地域の経済循環が現状どうなっているかを知ることができる。 

現状を知り、更に②の機能により、施策を検討する過程でその施策による経済波及効果、例

えば再生可能エネルギーの導入は地域経済循環構造にどのような影響があるか、再エネ等

の事業スキームによって、地域経済にどのような影響があるか,をシミュレートできる。 

 

地域経済の現状を分析する 

① の地域経済の長所、短所分析の機能では、地域の所得循環構造の他にも付加価値、生産

性の分析、エネルギー消費分析、産業構造、賃金・雇用の分析結果がほぼ自動的に作成

される。 

 
実際にはこれら各項目は次の目次に示されるように細分化されていて、ここの分析結果

が自動的に出力される。 
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2018 年データで小田原市の分析結果を見てみる。（全分析図 77 ページから抜き出して

ある） 

 
この結果をまとめてみると、次のようになる。 
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エネルギー代金として 383 億円域外に流出している事が分かる。これは域内総生産の 4.1%

に当たる。 

循環構造図にしてみる。 

 
産業別稼ぐ力を分析し、全国平均と比べてみる。 
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分配、支出に関しても各種分析結果が示されるが割愛して、関心のあるエネルギーに関して

の分析結果は以下のようになる。 

 
ガス以外のエネルギー収支は赤字となっており、電気の割合が大きい。 

産業別に分析して全国平均と比べてみる。 
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エネルギー生産性を見ると、小田原市は高いとは言い難い。省エネの余地がどこにあるか分

析することに役立てる。 

 
 

② 施策による経済波及効果分析 
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経済波及効果とは、設備の建設等を発注することにより起こる実測の直接投資効果と直

接投資から各種調達が起こるシミュレーションによる間接効果の二つを加えたものと

なる。 

つまり経済波及効果≒直接効果＋間接効果となる。工場新設の場合で図示すると下図と

なる。 

 
 

 

 

施策としてはエネルギーを扱う環境施策と地域施策を同列に扱い経済波及効果をシミ

ュレーションにより求めることができる。 

シミュレーションできる施策を図に示す。 

 
 

また経済波及効果には、例えば発電所建設よるものと発電所を運用することにより生ず

る事業効果を加えたものも考えられる。 
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そして事業効果は貨幣価値が年度を経るごとに減ずることによる割引も考慮される。 

 
投資額と事業効果を比較することによりその施策の有効性を評価することができる。 

 

全国 173 市町村ごとにデータを入力して波及効果を測定できる。具体的に使用法につい

て述べる。 

 
 

電力販売スキーム、発電規模、販売価格などの事業計画、資本等の事業スキームを入力

する。このスキームの入力値を色々変えてみればスキームの違いによる波及効果の違い

を知ることができる。 

 

具体的に建設費 20億円の５MW のバイオマス発電(発電量は FITで売電する)の例を見

てみると、地域外にお金が流出する(域内調達率が各項目 100%以下)モデルの結果は下

図のように示される。 
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建設効果が 25.94 億円、事業効果(Ⅰ5年)が 82.45 億円で合計が 108.39 億円となり、20

億円の建設に対して 5.3 倍の波及効果があることとなる。 

 

 

次に実際ではあり得ないが、全てを域内調達した場合の結果を次に示す。 

 
 

ここでは建設効果が 46.23 億円、事業効果が 250.55 億円となることが示される。 

結局波及効果を上げるためには、如何にしてこの結果に近づける構造にするかを検討す

ることとなる。 
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次に地域で発電した電力を地域新電力を通して売電する場合をシミュレートしてみる。

この際新電力は卸市場から調達は行わない前提でシミュレートしてみる。 

 
入力には新電力のスキームが示されるのでそこに必要数値を入力する。 

下図に結果を示す。 

 
建設効果は同じだが、事業効果は 95.09 億円と FIT で売電する場合と比べて 12.6 億円

増えることが分かる。 
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まとめてみると、スキームを変えた場合の波及効果の比較ができるということになる。 

 


